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別 紙 

新 旧 対 照 表 

(注) アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改   正   後 改   正   前 

    

〔目   次〕  〔目   次〕  

    

第２編 居住者の納税義務  第２編 居住者の納税義務  

    

第２章 税額の計算  第２章 税額の計算  

    

法第90条《変動所得及び臨時所得の平均課税》関係  法第90条《変動所得及び臨時所得の平均課税》関係  

    

法第95条《外国税額控除》関係  （新 設）  

    

    

    

    

    

法第34条《一時所得》関係  法第34条《一時所得》関係  

    

（一時所得の例示） 

 34－１ …………… 

⑴～⑺ （省 略） 

  ⑻ 民法第557条《手付》…………… 

  ⑼～⑿ （省 略） 

 （一時所得の例示） 

 34－１ …………… 

⑴～⑺ （省 略） 

  ⑻ 民法第557条《手附》…………… 

  ⑼～⑿ （省 略） 

 

    

 法第23条から第35条まで《各種所得》共通関係   法第23条から第35条まで《各種所得》共通関係  
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改   正   後 改   正   前 

（使用人等の発明等に係る報償金等） 

23～35共－1 …………… 

⑴ ……………これらの権利の承継に際し一時に支払を受けるものは譲渡所得、これ

らの権利を承継させた後において支払を受けるものは雑所得 

 

⑵～⑸ （省 略） 

 （使用人等の発明等に係る報償金等） 

23～35共－1 …………… 

⑴ ……………これらの権利の承継、登録又は実施に際し一時に支払を受けるものは譲

渡所得、これらの権利を承継させた後においてその権利の実施後の成績に応じ継続し

て支払を受けるものは雑所得 

⑵～⑸ （省 略） 

 

    

（株式等を取得する権利の価額） 

 23～35共－9 …………… 

⑴ ……………証券取引法第116条……………（同条……………）…………… 

  ⑵～⑸ （省 略） 

 （株式等を取得する権利の価額） 

 23～35共－9 …………… 

⑴ ……………証券取引法第122条……………（同法第122条……………）…………… 

  ⑵～⑸ （省 略） 

 

    

法第37条《必要経費》関係  法第37条《必要経費》関係  

    

〔租税公課〕  〔租税公課〕  

    

（固定資産税等の必要経費算入） 

37－５ …………… 

  (注)１ 上記の業務の用に供される資産には、相続、遺贈又は贈与により取得した資

産を含むものとする。 

    ２ その資産の取得価額に算入される登録免許税については、49－３参照 

 （固定資産税等の必要経費算入） 

37－５ …………… 

  (注) その資産の取得価額に算入される登録免許税については、49－３参照 

 

 

    

 法第49条《減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法》関係   法第49条《減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法》関係  

    

〔減価償却資産の取得価額（令第126条関係）〕  〔減価償却資産の取得価額（令第126条関係）〕  

    

（減価償却資産に係る登録免許税等）  （減価償却資産に係る登録免許税等）  
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改   正   後 改   正   前 

 49－３ …………… 

⑴～⑶ （省 略） 

 (注)１ 業務の用に供される資産に係る登録免許税等のうち、取得価額に算入しない

ものについては、37－５参照  

    ２ 業務の用に供されない固定資産に係る登録免許税等については、38－９及び

60－２参照  

    ３ 上記の減価償却資産には、相続、遺贈又は贈与により取得した減価償却資産

を含むものとする。 

 49－３ …………… 

⑴～⑶ （省 略） 

 (注)１ 業務の用に供される資産で減価償却資産以外のものに係る登録免許税等につ

いては、37－５参照  

    ２ 業務の用に供されない固定資産に係る登録免許税等については、38－９参照  

  

    

 法第78条《寄付金控除》関係   法第78条《寄付金控除》関係  

    

（公共企業体等に対する寄附金） 

 78－７ 日本政策投資銀行等…………… 

 （公共企業体等に対する寄附金） 

 78－７ 日本道路公団、日本政策投資銀行等…………… 

 

    

法第95条《外国税額控除》関係   （新 設）  

    

（外国所得税の一部につき控除申告をした場合の取扱い） 

95－１ 居住者が、その年において納付する外国所得税（法第95条第１項《外国税額控

除》に規定する外国所得税をいう。以下95－15までにおいて同じ。）の一部につき同

条の規定の適用を受ける場合には、法第46条《所得税額から控除する外国税額の必要

経費不算入》の規定により当該外国所得税の額の全部が必要経費又は支出した金額（以

下この項において「必要経費等」という。）に算入されないことに留意する。 

 (注) 居住者が、その年において納付する外国所得税の一部につき法第95条の規定を

適用し、他の外国所得税につき同条の規定を適用しないで必要経費等に算入して

申告した場合において、その申告をしたことが当該必要経費等に算入した外国所

得税につき同条第１項に規定する外国所得税に該当するかどうか明らかでなかっ

たことによるものであると認められるときは、同条第７項に規定する「やむを得

  （新 設） 
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改   正   後 改   正   前 

ない事情」があるものとして取り扱うことができる。 

   

（源泉徴収の外国所得税等） 

95－２ 我が国における利子、配当等に対する所得税のように、所得に代えて収入金額

又はこれに一定の割合を乗じて計算した金額を課税標準として源泉徴収される税は、

令第221条第２項第３号《外国所得税の範囲等》に掲げる税に該当するが、例えばマレ

ーシアにおける配当所得に対するいわゆる源泉控除のように、外国法人から利益の配

当又は剰余金の分配（以下この項において「配当等」という。）の支払を受けるに当

たり、当該外国法人の当該配当等の額の支払の基礎となった所得の金額に対して課さ

れる外国法人税の額に充てるために当該配当等の額から控除される金額は、同号に掲

げる税に該当しないことに留意する。 

 （新 設） 

 

 

 

   

（外国税額控除の適用時期） 

95－３ 法第95条第１項又は第２項《外国税額控除》の規定による外国税額控除は、外国

所得税を納付することとなる日の属する年分において適用があるのであるが、居住者

が継続してその納付することが確定した外国所得税の額につき、実際に納付した日の

属する年分においてこれらの項を適用している場合には、これを認める。 

 (注) 上記の「納付することとなる日」とは、申告、賦課決定等の手続により外国所得

税について具体的にその納付すべき租税債務が確定した日をいう。 

  （新 設） 

 

 

    

（予定納付等をした外国所得税についての外国税額控除の適用時期） 

 95－４ 居住者がいわゆる予定納付又は見積納付等（以下この項において「予定納付等」

という。）をした外国所得税の額についても95－３に定める年分において法第95条第

１項又は第２項《外国税額控除》の規定を適用することとなるのであるが、当該居住

者が、継続して、当該外国所得税の額をその予定納付等に係る年分の外国所得税につ

いて確定申告又は賦課決定等があった日の属する年分においてこれらの項の規定を適

用している場合には、これを認める。 

  （新 設） 
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改   正   後 改   正   前 

   

（租税条約による限度税率超過税額） 

 95－５ 居住者が我が国と租税条約を締結している国に源泉のある所得を有する場合に

おいて、当該所得につき当該租税条約に定める限度税率（租税条約において居住者又

は内国法人に対する相手国の課税につき一定の税率又は一定の割合で計算した金額を

超えないものとしている場合におけるその一定の税率又は一定の割合をいう。以下こ

の項において同じ。）を超える税率により外国所得税を課されたときは、当該外国所

得税の額のうち限度税率によって計算した税額を超える部分の金額については、原則

としてその還付を受けるまでは必要経費又は支出した金額に算入しないものとし、か

つ、法第95条第１項又は第２項《外国税額控除》の規定の適用はないものとする。 

（新 設） 

 

  

（国外所得総額の計算） 

 95－６ 法第95条第１項《外国税額控除》に規定する控除限度額の計算の基礎となる令

第222条第１項《控除限度額の計算》に規定する当該年分の国外所得総額は、現地にお

ける外国所得税の課税上その課税標準とされた所得の金額そのものではなく、当該年

分において生じた法第161条《国内源泉所得》に規定する国内源泉所得以外の所得の金

額（当該所得の金額に係る所得の計算につき法（措置法その他所得税に関する法令で

法以外のものを含む。）の規定を適用して計算した場合における当該年分の課税標準

となるべき所得の金額をいう。）に係る総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額

の合計額（措置法の規定による申告分離課税の所得金額を含む。）をいうことに留意

する。 

  (注) 非永住者に係る国外所得総額の計算の基礎となる所得は、令第222条第３項の規

定により、法第７条第１項第２号《課税所得の範囲》の規定による所得税を課さ

れる所得に限られることに留意する。 

（新 設） 

 

 

 

  

 （国外所得総額の計算における純損失又は雑損失の繰越控除の不適用） 

 95－７ 国外所得総額は、法第70条第１項若しくは第２項《純損失の繰越控除》又は法

（新 設） 
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改   正   後 改   正   前 

第71条第１項《雑損失の繰越控除》の規定を適用しないで計算したところの金額によ

る。 

  

（給与所得及び退職所得に係る国外所得の計算） 

 95－８ 国外所得総額を計算するに当たって、法第28条第１項《給与所得》に規定する

給与等及び法第30条第１項《退職所得》に規定する退職手当等に係る国外所得総額の

計算の基礎となる所得金額は、それぞれ次の区分に応じ、次の算式により計算した金

額とする。 

⑴ 給与所得 

             給与等の総額のうちその源泉が 

             国 外 に あ る も の の 金 額 

  給与所得の金額 ×                  

                給与等の総額 

 

⑵ 退職所得 

             退職手当等の総額のうちその 

             源泉が国外にあるものの金額 

  退職所得の金額 ×                  

               退職手当等の総額 

（新 設） 

 

  

（外国所得税額に増額があった場合） 

 95－９ 居住者が外国所得税の額につき法第95条第１項から第３項まで《外国税額控除》

の規定の適用を受けた場合において、その適用を受けた年分後の年分に当該外国所

得税の額の増額があり、かつ、法第95条第１項から第３項までの規定の適用を受け

るときは、増額した外国所得税の額は、当該外国所得税の額の増額のあった日の属

する年分において新たに生じたものとして同条の規定を適用する。 

（新 設） 

 

  

（外国所得税の邦貨換算） 

 95－10 法第95条《外国税額控除》の規定を適用する場合の外国所得税の額については、

次の区分に応じ、それぞれ次に掲げる外国為替の売買相場により邦貨に換算した金額

（新 設） 
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改   正   後 改   正   前 

による。 

⑴ 源泉徴収による外国所得税  源泉徴収により納付することとなる利子、配当、

使用料等（以下「配当等」という。)に係る外国所得税については、当該配当等の

収入金額を収入すべき日におけるその外貨に係る電信買相場により邦貨に換算し

た金額とする。ただし、その配当等の支払が著しく遅延して行われている場合を除

き、その配当等に係る外貨の額が実際に支払われた日における電信買相場により邦

貨に換算した金額によることとして差し支えない。 

(注) 上記の「電信買相場」とは、配当等の支払を受ける者の主要取引金融機関に

おける配当等の収入すべき日又は支払われた日のその外貨に係る対顧客直物電

信買相場によるものとする。 

⑵ ⑴以外による外国所得税  源泉徴収以外の方法により納付することとなる外

国所得税については、その納付すべきことが確定した日における電信売相場により

邦貨に換算した金額とする。ただし、当該外国所得税の額を実際に支払った日にお

ける電信売相場により邦貨に換算した金額によることとして差し支えない。 

(注) 上記の「電信売相場」とは、その支払をする者の主要取引金融機関における

その納付すべきことが確定した日又は支払った日のその外貨に係る対顧客直物

電信売相場によるものとする。 

  

（外国所得税が減額された場合の特例の適用時期） 

 95－11 令第226条《外国所得税が減額された場合の特例》の規定は、法第95条第１項か

ら第３項まで《外国税額控除》の規定の適用を受けた外国所得税につき、その外国所

得税が減額されることとなった日の属する年分において適用があるのであるが、実際

に還付金を受領した日の属する年分において令第226条を適用している場合には、これ

を認める。 

(注) 上記の「減額されることとなった日」とは、減額されることとなった外国所得

税に係る還付金の支払通知書等の受領により外国所得税について具体的にその減額

されることとなった金額が確定した日をいう。 

（新 設） 
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改   正   後 改   正   前 

  

（外国所得税が減額された場合の邦貨換算） 

 95－12 居住者が納付した外国所得税の額が減額されたため、これにつき令第226条《外

国所得税が減額された場合の特例》の規定の適用を受ける場合におけるその減額に係

る還付金の金額は、その減額されることが確定した日におけるその外貨に係る電信買

相場により邦貨に換算した金額による。ただし、当該還付金を実際に受領した日にお

ける電信買相場により邦貨に換算した金額によることとして差し支えない。 

（注） 上記の「電信買相場」とは、当該還付金の支払を受ける者の主要取引金融機関

におけるその減額されることが確定した日又は実際に受領した日のその外貨に

係る対顧客直物電信買相場によるものとする。 

（新 設） 

 

 

 

  

（非永住者の外国税額控除の対象となる外国所得税の範囲） 

 95－13 非永住者が法第７条第１項第２号《課税所得の範囲》に規定する所得以外の所

得に対して外国又はその地方公共団体により課された税は、法第95条《外国税額控除》

の対象とされる外国所得税には該当しないのであるから、当該税については同条の規

定の適用はないことに留意する。 

（新 設） 

 

 

  

（国外所得総額の計算の明細書の添付） 

 95－14 居住者が法第95条《外国税額控除》の規定の適用を受ける場合には、確定申告

書に国外所得総額の計算（各種所得ごとの国外所得の金額及びそれらの計算過程を含

む。）に関する明細を記載した書類を添付するものとする。 

（新 設） 

 

  

（外国所得税を課されたことを証する書類） 

 95－15 規則第41条第３号《外国税額控除を受けるための書類》に規定する「税を課さ

れたことを証する･･････その納付を証する書類」には、申告書の写し又は現地の税務

官署が発行する納税証明書等のほか、更正若しくは決定に係る通知書、賦課決定通知

書、納税告知書、源泉徴収の外国所得税に係る源泉徴収票その他これらに準ずる書類

（新 設） 
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改   正   後 改   正   前 

又はこれらの書類の写しが含まれる。 

  

 附 則  

 （経過的取扱い）  

  この法令解釈通達による改正後の37－５及び49－３（(注)３の改正部分に限る。）の

取扱いについては、平成17年１月１日以後に取得する資産について適用する。 

 （新 設） 

 


